
と
こ
ろ

さ
ざ
ん
か
会
館
１
階
会

議
室

内
容
　
痴
呆
介
護
家
族
同
士
で
介

護
方
法
や
悩
み
を
話
し
合
い
ま

す
。

問
い
合
わ
せ
先

健
康
対
策
課

（
�
20
―

３
１
９
４
）

平
成
十
四
年
度
医
療
保
険
制
度

の
見
直
し
が
行
わ
れ
、
老
人
保
健

や
国
民
健
康
保
険
制
度
の
仕
組
み

（
老
人
受
給
対
象
年
齢
、
自
己
負

担
割
合
、
高
額
療
養
費
な
ど
）
が

大
き
く
変
わ
り
ま
し
た
。

開
設
期
間
　
３
月
31
日（
月
）ま
で

相
談
窓
口
・
問
い
合
わ
せ
先

▽
老
人
保
健
／
健
康
対
策
課
（
さ

ざ
ん
か
会
館
４
階
・
�
０
１
２
０

―

９
６
９
―

２
９
４
）
▽
国
民
健
康

保
険
／
保
険
年
金
課
（
市
役
所
本

庁
舎
１
階
・
�
０
１
２
０
―

９
３

９
―

２
９
４
）
※
電
話
代
無
料

平
成
十
五
年
度
の
学
校
給
食
用

食
材
を
納
入
す
る
指
定
業
者
参
加

資
格
申
請
を
受
付
け
ま
す
。

主
な
食
材
　
青
果
物
、
食
肉
・
食

対
象

介
護
保
険
で
自
立
と
認
定

さ
れ
た
虚
弱
な
高
齢
者
で
、
家
に

閉
じ
こ
も
り
が
ち
な
人

内
容
　
▽
基
本
サ
ー
ビ
ス
（
日
常

動
作
訓
練
、
生
活
指
導
な
ど
）
▽

付
加
サ
ー
ビ
ス
（
希
望
に
よ
り
、

昼
食
や
入
浴
サ
ー
ビ
ス
が
利
用
で

き
ま
す
）

費
用

▽
基
本
サ
ー
ビ
ス
５
４
０

円
〜
６
７
０
円
（
施
設
に
よ
っ
て

異
な
り
ま
す
）
▽
付
加
サ
ー
ビ
ス

１
回
の
利
用
に
つ
き
60
円
〜
85
円

（
食
材
費
は
別
途
負
担
）

問
い
合
わ
せ
先

▽
各
中
学
校
区

の
在
宅
介
護
支
援
セ
ン
タ
ー
▽
高

齢
社
会
課
（
�
20
―

３
１
７
３
）

と
き

毎
月
第
２
金
曜
日
午
前
10

時
〜
12
時
／
偶
数
月
第
４
土
曜
日

午
後
７
時
〜
９
時

肉
加
工
品
、
一
般
食
品
、
冷
凍
食

品
、
燻く
ん

製
品
、
豆
腐
・
油
揚
類
、

醤
油
、
味
噌
、
食
用
油
、
こ
ん
に

ゃ
く
、
乳
製
品

受
付
期
間

２
月
10
日
（
月
）
〜

20
日
（
木
）

資
格
有
効
期
限

平
成
16
年
３
月

31
日

申
請
先
・
問
い
合
わ
せ
先

学
校

給
食
会
事
務
局
（
�
24
―

２
６
２

１
）環

境
大
学
に
在
学
す
る
学
生
用

住
宅
を
新
築
し
、
大
学
に
登
録
し

た
場
合
に
建
設
促
進
補
助
金
の
申

請
を
受
け
付
け
ま
す
。

対
象
者

次
の
要
件
を
満
た
す
学

生
住
居
を
所
有
し
て
い
る
人
▽
新

築
完
了
時
期
が
平
成
12
年
４
月
１

日
以
降
▽
平
成
15
年
２
月
１
日
現

在
、
学
生
が
居
住
▽
環
境
大
学
の

学
生
住
居
の
認
定
を
受
け
て
い
る

補
助
金
額

学
生
住
居
１
戸
当
た

り
年
額
２
万
円

対
象
期
間

交
付
を
受
け
た
年
度

か
ら
３
年
間

受
付
期
間

２
月
３
日
（
月
）
〜

28
日
（
金
）

申
請
先

企
画
課
（
�
20
―

３
１

５
３
）

生
き
が
い
活
動

支
援
通
所
サ
ー
ビ
ス

家
族
介
護
者
の
つ
ど
い

医
療
保
険
相
談
窓
口
・

フ
リ
ー
ダ
イ
ヤ
ル
の
開
設

指
定
業
者
参
加
資
格

申
請
の
受
付

環
境
大
学
学
生
住
居
建
設

促
進
補
助
金
申
請
の
受
付

鳥取市役所が環境管理の国際規格鳥取市役所が環境管理の国際規格

ＩＳＯ１４００１を取得しましたＩＳＯ１４００１を取得しました

とっとり市報（2003.2.1）

昨年12月16日、環境マネジメントシステムの国際規
格である「ＩＳＯ14001の認証」を取得しました。対象
は、市役所本庁舎、第2庁舎、下水道部庁舎、神谷清掃
工場および清掃事業所で行われる行政サービスに関する
事務や事業です。

県内の自治体では4番目の取得で、市では今後も庁舎
内の不必要な照明の消灯、冷暖房の適正運転、環境に配
慮された物品の購入など、
地球環境保全に向けた取り
組みを一層進めるとともに、
ごみの分別など市民生活に
関わる環境行政を継続的か
つ着実に推進していきます。
市民のみなさんのご理解と
ご協力をお願いします。
■問い合わせ　環境課ＩＳＯ対策室（�20－3214）

認証を受ける竹内市長 認証を受ける竹内市長 


